
私立幼稚園向け 認定こども園移行セミナー お問い合わせNo. S095181

新型コロナウィルス感染症に罹患された皆様、および関係者の皆様に心よりお見舞い申し上げます。
新型コロナウィルス感染症拡大の状況によっては、録画等によるWeb開催へ移行させていただく可能性がありますので、何卒ご理解をいただきますようお願い申し上げます。

また来場にてご参加される際は、ご案内時に注意点がございますので必ずご確認ください。

主
催

船井総研セミナー事務局

E-mail seminar271@funaisoken.co.jp

株式会社船井総合研究所 〒541-0041 大阪市中央区北浜4-4-10 船井総研大阪本社ビル

認 定

こども園

東京会場 ：2023年2月 24日（金）

オンライン：2023年２月16日（木）、

3月1日（水）、 3月8日（水）

開催日

私学助成幼稚園・新制度幼稚園向け 移行ノウハウ解説セミナー

認定こども園に移行しても園の文化は守れる！
永続的な運営を続けるために正しい知識を学びませんか？

13：00～16:30
受付またはログイン開始 12：30～

開催時間

一般価格：15,000円（税込16,500円）/1名様
会員価格：12,000円（税込13,200円）/1名様

受講料

私学助成幼稚園→施設型給付幼稚園

→認定こども園という移行パターンを検討している方

地域の中で最も規模が大きいが、毎年の年少児が少

しずつ減少しており、園児募集の方法を見直したい方

2，3年前から新制度幼稚園移行を検討しており、

来年再来年を目途に移行したいと考えている方

お申込みはこちらから

ゲスト講師

ハイブリッド

学校法人チルド学園

副園長 岩井 学 氏

信州大学工学部電気電子工学科卒業、車載の電子

基板設計に携わり、その際に新入社員教育やリクルート

活動にも従事。祖母の病を転機に祖母が設立した学

校法人チルド学園に入職。副園長に就任後は幼稚園

からこども園に移行すると共に園舎を改築するなど、より

良い保育環境の構築に尽力している。

このような方におススメこのような方におススメ

開催

※お問い合わせの際は「セミナータイト
ル・お問い合わせNO・お客様氏名」を明
記の上、ご連絡ください

Webからもお申込みいただけます。（船井総研ホームページ[www.funaisoken.co.jp]右上検索窓に「お問い合わせNo.」を
入力してください。）→100536



今の“まま”で永続的な

園経営ができますか？

うちの園は他園と比べてもまだ園児数が多いから…

子どもの数が減ってきているとはいえ、まだ大丈夫…

移行しようと思えばいつでもできるから…

地域に認定こども園はないから…

このレポートをお読みの方の中には、上記のようにお考えの方も多数

いらっしゃるかと思われます。

本レポートは「幼稚園の永続的な運営のために、認定こども園移行を

真剣に検討している」方向けの資料です。上記のようにお考えの方は

本レポートを閉じていただき、お仕事にお戻りください。繰り返しに

なりますが、本レポートは近い将来認定こども園移行を真剣に考え、

そのための準備を今まさに進めている方むけの資料となっています。

それでは次ページから、なぜ認定こども園移行をしなければならない

かについて解説して参ります。



00 お客様の声

Customer reviews

ご参加された方のご感想

本セミナーにご参加いただいた皆様の感想をご覧ください。認定こども園移行を進めるにあたり悩んでいる

法人の様にご参加いただき、ご参加者様同士で情報交換をしていただいたり、弊社メンバーと意見交換をし

ていただいたりする等して、本セミナーを有効にご活用いただいていることがわかります。

以上がお客様の声でございます。本セミナーへのご参加検討に際して、次ページ以降で幼稚園を取り巻く市

場環境や、ゲスト講師の学校法人チルド学園 副園長 岩井 学 氏のインタビューをご紹介させていただき

ます。



01 幼保業界の現状

無償化の影響で園児数減

出典：内閣府「幼児教育・保育の無償化の効果等の把握に関する調査研究」

幼児教育・保育の無償化に関する効果を把握するために行われた調査結果において、「幼児教育・保育の無

償化の影響で利用者はやや減少した・減少した」を選択した上位2類型は、幼稚園（施設型給付を受けない

園）と幼稚園（施設型給付を受ける園）であった。その次に影響があったと回答している割合が高い類型は

幼稚園型認定こども園となっており、1号認定児を多く預かる施設において無償化による園児数減少の影響を

受けていることがわかります。
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幼稚園（施設型給付を受けない園）

認可保育所

幼保連携型認定こども園

幼稚園型認定こども園

保育所型認定こども園

幼児教育・保育無償化の影響で利用者はやや減少した 幼児教育・保育無償化の影響で利用者は減少した

幼稚園の内

16％以上が

やや減少した
減少したと回答

永続的な運営のための認定こども園移行

人口減
ニーズ
の変化

無償化

人口減×ニーズの変化×無償化により、これからますます幼稚園にとって厳しい環境が訪れることが予想さ

れます。時流に合わせた園経営を行なっていくために幼稚園がまず最初に取り組まなければいけないことは、

園児募集の改善や預かり時間の延長等による利便性向上ではなく、ターゲットを拡大するための認定こども

園への移行です。しかし、幼稚園運営と大きく異なる部分も出てくるため、移行の決断は慎重に行う必要が

あります。そのため、本資料では一度施設型給付幼稚園に移行し、その後認定こども園に移行した、

学校法人チルド学園 副園長 岩井学 氏のインタビューを通して、「なぜ移行に踏み切ったのか」、「なぜ2年

かけて移行したのか」、「2年かけて移行するメリットは何なのか」等をご紹介させていただきます。

学校法人チルド学園は2021年に施設型給付幼稚園へ移行し、2022年より新園舎にて幼稚園型認定こども園

（1～5歳児）として開園されています。

園を永続的に運営していくために、認定こども園移行を真剣に検討されている読者の皆様の参考となる事例

が多数紹介されておりますので、是非お時間をかけてご覧ください。

Current Status of the Kindergarten Industry

https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/column/opinion/detail/2021_13359.pdf


02 移行事例紹介

Case Study

認定こども園移行を考えたきっかけ

園舎老朽化に伴う建て替えの検討

園舎老朽化に伴い建て替えを検討している中で、

費用をどのように工面するか考えていまし
た。
そのような中、依頼をしていた設計会社から提案され

たのが、認定こども園移行による補助金を活用した園

舎建て替えでした。

園舎建て替えに伴い、とても園の持ち出しのみでは建

て替えることができる状況にはなかったため、私学助

成幼稚園の場合においても補助金を活用することを検

討していました。

しかし、認定こども園移行による建て替えの補
助金の方が、金額が高く園の負担を減らすこ
とができると考えたため、認定こども園への移行を

決意しました。

学校法人チルド学園
副園長

岩井学 氏

信州大学工学部電気電子工学科卒業、車載の電子基板

設計に携わり、その際に新入社員教育やリクルート活

動にも従事。祖母の病を転機に祖母が設立した学校法

人チルド学園に入職。副園長に就任後は幼稚園からこ

ども園に移行すると共に園舎を改築するなど、より良

い保育環境の構築に尽力している。

ゲスト紹介

移行を決意した段階では、近隣には認定こども園が少なく、相談できる人も多くありませんでした。当園が

地域の中でも比較的早く認定こども園に移行することを決意して、移行に向けて準備を開始しました。

近隣園に認定こども園へ移行した事例が少ないことによる若干の不安はありましたが、

等を考えた際に、他園の状況を気にしている場合ではないことに改めて気がつき、認定こども園移行を進め

ていくことを決めました。認定こども園移行による建て替えの補助金は、総工費に対して全額支給されるも

のはなく、利用定員に応じて一定の割合を支給される仕組みとなっております。

園舎建て替えが差し迫っていること 膨大な投資額の工面

旧園舎と新園舎



02 移行事例紹介

認定こども園移行を考えたきっかけ

園児数減少。3クラスから2クラスに

園を運営する中で、これまで各学年3クラスずつ編成で

きていたにも関わらず、園児募集がうまくいかず、2ク
ラス編成になってしまった年がありました。

その時に、従来の幼稚園を希望する家庭（専業
主婦家庭等）のみを対象とする園経営では、
この先園を永続的に経営していくことは難し
いのではないかと感じました。当園は愛知県名古屋市

に位置しており、他市町村と比較すると幸いなことに

人口減少が著しい地域ではありません。しかし、1クラ

ス減少した現実には大変驚いたと同時に、将来に対
する大きな不安を感じました。

無償化による保護者ニーズの変化

無償化が始まった2019年の再来年2021年より、満3歳

児の受け入れを開始しました。満3歳児受けいれを開始

した理由は、2022年には1，2歳児を受け入れるにあた

り、低年齢児の定期的なお預かりを開始して、少しず

つ慣れていくためでした。近隣園には満3歳児を積
極的に預かっている園が少なかったことも相

まって、満3歳児を開始した1年目の年度末には25名
の満3歳児のお預かりをすることができ、大変
好評でした。満3歳児をお預かりする中で、保護者か

ら、「弟妹を保育園等に預けているため、送り迎えが

大変なので、１，２歳児の預かりもしてほしい」とご

要望をいただきました。この時には既に1，2歳児を預

かる計画で認定こども園移行を進めていましたが、改

めて１，２歳児のお預かりのニーズがあること
がわかりました。

園舎
老朽化

園児数
減少

保護者
の変化

認定こども園移行を考えたきっかけまとめ

Case Study



02 移行事例紹介

施設型給付幼稚園から認定こども園に移行したメリット

職員を2年間かけて採用することができる

認定こども園として運営するにあたり、既存の職員数

よりも5名以上新たに教職員を採用する必要があ

りました。認定こども園は私学助成幼稚園と異なり、

配置基準が手厚く、加算も用意されているため、幼稚
園よりも多くの先生を配置することができま
す。しかし、一年で5名以上の教職員を採用するのは非

常に難しいですし、仮に採用できたとしても現場の負
担が一気に大きくなります。そのため、2年かけ

て移行を進めることで教職員を採用する期間が2年間と

なるため、採用リスクを分散し、現場の職員の負担を

可能な範囲で減らすことができ、計画的に採用活動
を進めることができました。

幼稚園で認定こども園の事務を経験できる

認定こども園移行の不安の一つとして事務量の増加
がありました。移行すると開園時間が長くなり、低年

齢児の預かり開始、自園給食の開始等、幼稚園と比較

して変更箇所が多数あるため、現場への負担が大き
くなります。そこで、船井総合研究所から施設型給

付幼稚園に一旦移行し、その後認定こども園に移行す

るのはどうかというご提案をいただきました。実際に

施設型給付幼稚園に移行することで、月々の運営費
の申請方法や、名古屋市独自の公定価格上の加算
部分に関する入金の時期などを把握すること
ができました。そのため、認定こども園移行前に幼

稚園の運営形態で認定こども園の事務を経験すること

ができ、スムーズに認定こども園として開園すること

ができました。

採用
リスク
分散

事務
経験

施設型給付幼稚園から認定こども園に移行したメリットまとめ

Case Study



02 移行事例紹介

認定こども園移行で苦労した点

銀行提出用資料作成

当園では内部留保が十分ではなかったため、園舎建て

替えにあたり、認定こども園整備に係る補助金と銀行

からの借り入れを活用して資金調達を計画していまし

た。銀行に借り入れの相談をするにあたり、認定

こども園移行後の収支シミュレーションを作成する必

要がありました。しかし、補助金の仕組みがわか
らず、どの程度収入が入ってくるのか、どの程
度人件費が増加するのか等を見込むことができず

困っていました。そのような時、偶然、船井総合研究

所のセミナーに参加し、本件について相談させていた

だき、資料作成を手伝っていただきました。本

件に関する資料をつくっていただく中で、運営をする

のに必要な最低職員数や、加算を取得するのに必要な

償還計画資料

職員数等を知ることができ、教職員採用に関しても非常に参考になる資料になりました。園舎建て替

えまで時間がなかったため、施設型給付金に関して勉強する時間をゆっくり取ることができず、融資を打
診するにあたっては時間がありませんでした。そのため、既に知見のある船井総合研究所に依頼す

ることで、自分で勉強するよりも早いスピードで資料を作成していただき協議を進め、無事融
資を受けることができました。

教職員理解

認定こども園に移行すると、先生の働き方は変わりま

す。2・3号認定を預かることによる長期休暇の減少
や、平日のお預かり時間の増加等、詳細は省きま

すが働き方は変わってきます。認定こども園移行にあ

たり教職員の理解を得ることの重要性は、船井総合研

究所のセミナーでも聞いており、慎重に話を進めてい

ました。先生方の疑問の多くは、実際に自分の身に
起こる変化としてはどのようなものがあるの
かということが多いです。そこで、移行した後の想定

される未満児と以上児の一日の流れを図解して説明を

行い、先生方の理解に努めました。実際に認定こども

園に移行して数ヵ月のうちに、職員から不満の声が上

がってきました。それは、早番と遅番の業務量の違い

についてです。当園で早番と遅番の職員を配置することで、11時間のお預かりを行なっております。早番の

職員は、出勤→打合せ→掃除→保育準備→受け入れという流れで朝の準備を行なっていました。認定こども

園移行後は、朝の預かり利用希望の方が幼稚園の時よりも早く来園されるようになった関係で、掃除や保育

準備をする時間が短くなり、業務が圧迫されるようになってしまいました。そのため、保育準備を遅番の方

にお願いすることで早番の業務量を減らし、業務バランスを調整しました。このように、認定こども園に移

行したことによる園運営の弊害は隠れているため、定期的に教職員の意見を聞きながら改善に努めていきた

いと思います。

Case Study



02 移行事例紹介

認定こども園移行を保護者に初めて伝えたのは、移行2年前でした。当園は園舎建て替え後に認定こども園

に移行する兼ね合いで少し早いですが、2年前から保護者に説明を行いました。保護者への説明はコロナ禍

の影響もあり、書面のみで説明を実施しました。説明と同時に認定こども園移行についてアンケートを実施

し、保護者から広く意見を徴収しました。ご質問の概要は以下でございます。

当園は特に園舎解体、新築工事の関係で、園庭が使えなくなることに関する不安を抱えてらっしゃる保護者

の方が多くいらっしゃったため、近隣の公園や市民体育館を活用することで園庭の代替とする旨を丁寧に説

明しました。また、園舎解体は園にとって何度も実施するものではないため、思い出の一つになればと思

い、解体する園舎に落書きをする遊びを取り入れました。当園では日頃から絵画・造形遊びに力を入れてお

り、園舎に落書きをするときにも、子どもたちは思いっきりお絵描きを行なっており、とてもいい経験に

なったと思います。また、このような活動の記録をInstagramに残すことで、思い出を振り返ることもでき

るようにしております。ご興味のある方は是非当園のInstagramを覗いてみください。

園舎解体の取り組み

工事中の園庭確保
給食の提供方法

給食費用

低年齢児預かりによる不安
解体工事中の騒音
工事費の捻出方法

認定こども園移行で苦労した点

借入れ
資料

職員
理解

保護者
理解

Case Study

保護者理解



03 失敗しない認定こども園移行の秘訣

Special Column

執筆者

株式会社船井総合研究所
子育て支援部
教育グループ 学校教育チーム
チーフコンサルタント

居村朋哉
東京理科大学理学部数学科卒業後、船井総合研究所に

入社。在学中に中学校・高校の数学の教員免許を取得。

子ども・子育て支援新制度開始以降、認定こども園移

行を中心にコンサルティングサービスを提供している。

その他に、園務改善を目指した提案・実行支援や、園

児募集改善サポート、処遇改善等加算配分計画策定支

援、教職員向け各種研修等に従事している。

教職員採用の基本的な考え方

配置
基準

加算
加味

常勤
換算数

必要
採用数

収入
最大

採用数

認定こども園に移行すると配置基準が幼稚園と異なり、年齢別配置基準が適応されます。0歳児は3人に1

人、1，2歳児は6人に1人、3歳児は20人に1人、4，5歳児は30人に1人の職員配置が求められます。加え

て、園長や、保育標準対応時間認定児をある程度受け入れる場合1名加配、2・3号（保育園部分）利用定員

が90名以下の場合に1名加配、等年齢別配置基準以外に配置しなければならない教職員の数があります。こ

れらを含めて配置基準上必要な職員数となります。また、認定こども園では配置基準上必要な職員数以上に

規則のもとに、職員を加配した場合に施設型給付金（運営費）が加算される仕組みがあります。加算は利用

定員に応じて定められている項目もあるため、近隣園において取得することができない場合にも、自園では

取得することができる可能性があるものがあります。そのため詳細は、移行前年度に自治体から施設型給付

金に関する要綱をうけとり、自園にとって最も収入が高くなる採用人数を計算の上、採用活動を進めていき

ましょう。また、常勤換算数とは、「教職員の常勤職員数＋非常勤の教職員を常勤に見立てた場合の人数の

合計」でございます。仮に非常勤の先生が月80時間働いていた場合には、80／160＝0.5（160＝8時間／日

×5日／週×4週／月）というような計算で算出しています。上記を十分に計算しないと加配人数が十分にも

関わらず加算を取得できず、年間数百万円～1千万円程度損をする場合がございますのでご注意ください。
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私学助成幼稚園と認定こども園の収入比較方法

私学
助成金

施設等
利用給
付費*

私学助成幼稚園

施設型
給付費

施設型給付幼稚園
認定こども園

* 無償化対象額の2万5,700円のみ対象

認定こども園に移行した後の大きな収入源は、施設型給付費と呼ばれる補助金です。施設型給付費は私学助

成金と異なり、国が一括で規則を定めているため、都道府県・市区町村に依らず全国一律となっています。

移行した後の収入を比較する際は、上記のように比較することで移行前後において収入がどの程度変わるの

かがわかります。上記以外にも上乗せ徴収分を設定している園が多いと思われますので、細かい計算はそれ

らも加味した形で計算をする必要がありますが、移行後の大きな収入源の変化を比較する際は上記のような

計算で十分です。移行に際して園舎の建て替えに伴う借入を起こす場合には、上記を基本に計算を行なって

ください。施設型給付費の試算は内閣府のHPにあります試算ソフトをご活用ください。

処遇改善等加算Ⅱの受け取りに注意

認定こども園に移行すると処遇改善等加算Ⅰ，Ⅱを取得することができます。処遇改善等加算Ⅱに関しては、

これまで研修要件が経過措置として適応されておりませんでしたが、令和5年度から図の通り段階的に適応

されます。そのため、来年度以降に認定こども園への移行を検討中の方につきましては、処遇改善等加算Ⅱ

を支給予定の方に研修を受講していただかないと配分することができなくなりますので、移行前年度中に対

象者に研修を受講するよう声掛けを行う必要があります。対象となる研修については、自治体にお問い合わ

せください。

Special Column



日程

日程：2023年2月16日（木）、3月1日（水）、 3月8日（水）

申込期限：2月12日（日）、2月25日（土）、3月4日（土）
会場：zoomを活用したオンライン

開催時間
開催時間：13時～16時30分
受付又はログイン開始：12時30分

受講料
一般価格：15,000円（税込16,500円）/1名様

会員価格：12,000円（税込13,200円）/1名様

お申込QRコード講座内容
第1講座 大規模園でも危険！いまのまま経営するリスク

①幼保業界の市場動向について
幼保業界が迎える今後10年の市場動向について解説します。

②“幼稚園”というブランドで園児を集めることは可能か
保育園が乱立する現在において、“幼稚園”というブランドで園児を集めることができるのかについて解説します。

③今のまま経営するリスク
現状のまま大きく方針を変えずに幼稚園を経営した場合に、永続的な法人運営や、教育保育理念・方針を達成することは可能でしょうか。
幼稚園が抱えるリスクについて解説します。

講師 株式会社船井総合研究所 子育て支援部 教育グループ 学校教育チーム 高橋叡功

第2講座 特別ゲスト講座
①新制度幼稚園を経て認定こども園に移行するメリット
新制度幼稚園（施設型給付幼稚園）を経て認定こども園に移行するメリットについて解説します。

②近隣園に認定こども園が少ないからこそ移行する
近隣園において認定こども園が少ないため、移行に向けて具体的な準備を進めることができていない法人は多いのではないでしょうか。近隣園で認定こども園が少ないからこそ、自園が移行
すべき理由を解説します。

③認定こども園移行の苦労と将来構想
移行に際して苦労した点や、今後の園運営・法人運営の構想について解説します。

ゲスト講師 学校法人チルド学園 副園長 岩井学 氏

第3講座 認定こども園移行を進めるための具体的な手法
①移行に向けたスケジュール
園舎を建て替えるのか、既存園舎のままか。建て替える場合補助金を活用するのか等、状況によってスケジュールは異なります

②行政は教えてくれない園にとって最適な教職員採用数
認定こども園に移行すると、教職員採用が必要になる場合が多いですが、補助金を最大限受けとるための採用数は何名でしょうか。

③移行前に準備しないと間に合わない！処遇改善等加算の配分方法
認定こども園と私学助成幼稚園の違いの1つである処遇改善等加算等加算。開園当初からスムーズに配分する方法を解説します

講師 株式会社船井総合研究所 子育て支援部 教育グループ 学校教育チーム チーフコンサルタント 居村朋哉

第4講座 まとめ講座
①いまのまま経営するリスク
いまのまま経営することによるリスクを再度解説します。

②認定こども園移行に向けた具体的な検討事項
本セミナーを通して認定こども園移行を考える上で検討しなければならない具体的な検討事項について解説します。

③今日から始める認定こども園移行
今日から始めることができる認定こども園の具体的な手法について解説します。

講師 株式会社船井総合研究所 子育て支援部 教育グループ マネージャー 島崎卓也

講師紹介

埼玉県さいたま市出身。明治大学政治経済学部卒業。
新卒で船井総合研究所へ入社後、私立幼稚園特化した
経営コンサルティングに従事。
近年は専門学校等を含め、学校全般への経営コンサル
ティングも実施している。
「永続できる法人づくり」をテーマとしており、これ
までに100法人以上のコンサルティング実績がある。
理論だけのコンサルティングを嫌い、「感情に寄り
添った現場主義」のコンサルティングスタイルを大切
にしている

東京理科大学理学部数学科卒業後、船井総合研究所
に入社。在学中に中学校・高校の数学の教員免許を
取得。子ども・子育て支援新制度開始以降、認定こ
ども園移行を中心にコンサルティングサービスを提
供している。
その他に、園務改善を目指した提案・実行支援や、
園児募集改善サポート、処遇改善等加算配分計画策
定支援、教職員向け各種研修等に従事している。

株式会社船井総合研究所
子育て支援部
教育グループ マネージャー
島崎卓也

株式会社船井総合研究所
子育て支援部
教育グループ 学校教育チーム
チーフコンサルタント
居村朋哉

信州大学工学部電気電子工学科卒業、車載の電子基板
設計に携わり、その際に新入社員教育やリクルート活
動にも従事。祖母の病を転機に祖母が設立した学校法
人チルド学園に入職。副園長に就任後は幼稚園からこ
ども園に移行すると共に園舎を改築するなど、より良
い保育環境の構築に尽力している。

学校法人チルド学園
副園長
岩井学 氏

一橋大学大学院経済学研究科修了後、株式会社船井
総合研究所に入社。大学院在籍中は公共経済学・財
政学や行動経済学を専門にする。入社後は在学中
培った調査・分析能力を駆使して、施設型給付幼稚
園・認定こども園移行サポートや、オンラインも併
用した園児募集計画策定・実行支援をはじめとす
る、主に学校法人立の幼稚園や認定こども園への経
営全般のコンサルティングに従事している。細やか
な数値分析を基にしたコンサルティングスタイルを
得意としていて、その精度には定評がある。近年で
は中期経営計画策定・実行支援のコンサルティング
サービスも提供をしている。

株式会社船井総合研究所
子育て支援部
教育グループ 学校教育チーム
高橋叡功

お申込みに関してのよくあるご質問は「船
井総研 FAQ」と検索してご確認ください。
【セミナー情報をWebからもご確認いただ
けます】
https://www.funaisoken.co.jp/se
minar/095181
TEL：０１２０-964-000
（平日9：30～17：30）

オンラインミーティングツール「Zoom」を使用いたします。Zoomご参加方法の詳細は「船井総研 web
参加」で検索

【年末年始休業のお知らせ】2022年12月28日（水）正午～2023年1月5日（木）まで
※休業期間中は電話がつながらなくなっております。※Web経由からのお問い合わせには1月6日以降順次ご回答させていただきます。
※なお、受講申し込みはWebより24時間受け付けております。ご不便をお掛けいたしますが、何卒ご了承くださいますようお願い申し上げます。

オ
ン
ラ
イ
ン

日程：2023年2月24日（金）

申込期限：2月20日（月）
会場：株式会社船井総合研究所 東京本社
〒100-0005 東京都千代田区丸の内1-6-6日本生命丸の内
ビル21階 JR「東京駅」丸の内北口徒歩1分
諸事情によりやむを得ず会場を変更する場合がございますので、会場は受講票にてご確
認ください。また最少催行人数に満たない場合、中止とさせていただくことがございま
す。尚、中止の際、交通費の払い戻し手数料等のお支払いはいたしかねますので、ご了
承ください。新型コロナウィルス感染症拡大に伴い、感染状況が収束するまでの機関は
録画なによるweb開催へ移行させていただく可能性がありますので、何卒ご理解をいた
だきますようお願い入申し上げます。

東
京
会
場

私立幼稚園向け 認定こども園移行セミナー
ご入金確認後、マイページの案内をもってセミナー受付とさせていただきます。

問い合わせNo.S095181

※全日程とも内容は同じです。ご都合のよい日程をお選びください。


